
◎基本情報

主

副

○ 対象 ● 対象外 ○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ● 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 0 167,000 99,742 429,000

事業費

の内訳

令和4年度決算

支援金：９７，７２０千円
事務費：２，０２２千円

令和5年度予算

支援金：４２５，９７０千円
事務費：３，０３０千円

人工 0.0 0.0 0.0 0.0

人件費 0 0 0 0

事業費 0 167,000 99,742 429,000

うち特定財源 0 167,000 99,742 429,000

（単位：千円）

令和3年度決算 令和4年度予算 令和4年度決算 令和5年度予算

令和5 年度

関連法令・条例・
要綱等

札幌市障害福祉サービス事業所等食材費高騰対策特別支援金交付要綱

他都市の状況

国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を財源とし、ほかの政令市においても、同様に食材費を補助をして
いる。また、北海道が福祉等施設へ電気代に係る支援金を支給している。

実施結果

令和４年度は８９５施設へ９５，２３８千円を交付した。申請率は予算に対して６０％となり物価高騰が続く中、事業継続の一助と
なった。

事業実施におけ
る

工夫点

市内障害福祉サービス事業所に広く事業の周知を行い、新規補助の推進を図った。

対象者 市内障害福祉サービス等事業所 開始 令和4 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

食材費における物価高騰の影響を軽減するため、食事を提供する障害福祉サービス事業所等設に交付金を支給し、事業継
続を図る。

長期

なし

取組内容

障害福祉サービス事業所が、新型コロナウイルス感染症の拡大等による物価高騰の影響を受けている。
特に、食材費については、入所者や利用者の健康維持に直結することから令和４年度に、食事を提供している事業所へ事業
所番号及びサービス種別ごとに、下記に掲げる各支援単価に、申請時点における障害福祉サービス事業所等の利用定員数
を乗じた金額を交付した。
＿入所事業所　支援単価１１，１００円
＿居住事業所　支援単価　７，４００円
＿通所事業所　支援単価　３，７００円

011-211-2938

施策名
－

アクションプラン 戦略ビジョン

事業名 障害福祉サービス事業所等食材費高騰対策特別支援金

評価担当課
所属名 保）障がい保健　障がい福祉課

課長名 渡邊 担当者名 坂本 電話番号

事業評価調書

年度 令和4年 会計コード 10 一般 事業コード 38834



◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

○ A ○ B ○ C ● 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ● その他

千
円

今回の評価

評価の理由
予算に対して６０％の申請があり、利用者へ食材費の価格転嫁をすることが難しい事業所への補助ができたため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

物価高騰に対する国の動向を見ながら、継続すべきか検討を行う。

予算
消費者物価指数の伸び率を考慮し、設定金額を検討する。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

特になし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

同様の事業を実施する場合には、必要とする事業所へ速やかに補助金を交付できるよう、周知、申請手続の方法を検
討する。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

物価高騰の中、事業者の事業継続を支援するとともに、利用者が安心して継続的に食事サービスを享受で
きる環境の整備につながることから、食材費への補助は適切である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

物価高騰が続く現状に合う内容となり、補助対象者のニーズに応じている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

８９５施設へ９５，２３８千円を交付した。申請率は予算に対して６０％となり食事を提供している大半の事業
所から申請があった。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

令和４年度に、食事を提供している市内の事業所へ事業所番号及びサービス種別ごとに、下記に掲げる各
支援単価に、申請時点における障害福祉サービス事業所等の利用定員数を乗じた金額を交付した。
入所事業所　支援単価１１，１００円
居住事業所　支援単価　７，４００円
通所事業所　支援単価　３，７００円

項目 判定 理由

60% 70%

成果指標２

指標名

令和3年度実績 令和4年度目標 令和4年度実績 令和5年度目標

成果指標１

指標名 申請率（金額ベース）

令和3年度実績 令和4年度目標 令和4年度実績 令和5年度目標

活動指標２

指標名

令和3年度実績 令和4年度予定 令和4年度実績 令和5年度予定

活動指標１

指標名

令和3年度実績 令和4年度予定 令和4年度実績 令和5年度予定


